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研究成果の概要（和文）：屋久島の二つ地区において、野生動物による農業被害の強さに影響する要因と空間範
囲を分析した。シカによる被害強度は当該農地の面積が広いほど、またその農地から半径800m以内の広葉樹林面
積が広いほど強くなり、半径800m以内に設置してある防獣柵の距離が長いほど弱くなっていた。サル被害強度は
半径200m以内の総農地面積が広いほど低下していた。ヒヨドリ被害強度は半径200m以内の防獣柵距離が長いほど
強くなる傾向にあった。一方、どの動物種についても、生息密度が被害強度に強い影響を及ぼしてはいなかっ
た。本研究により、動物種ごとに被害を効率的に軽減するために管理が必要となる環境要因とその空間範囲が示
唆された。

研究成果の概要（英文）：We researched factors influencing intensities of crop damages by wildlife in
 two villages in Yakushima, southern Japan. The damage intensity by deer was positively influenced 
by area of the farm, and total area of broad leaved forests and negatively influenced by total 
length of stockade fences within 800m from the farm. The damage intensity by monkeys was negatively 
influenced by total farm areas within 200m from the farm, and that by Brown-eared Bulbul was 
positively influenced by total length of stockade fences within 200m from the farm. On the other 
hand, population densities of these wildlife species did not have significant positive effects on 
their damage intensities.

研究分野： 野生動物保護管理学

キーワード： 野生動物　農業　被害管理　生息地管理　農地周辺環境管理　空間スケール　対策の効果　土地利用
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
野生動物による農業被害は 1990 年ごろか

ら全国で急増したため(①-②)、加害動物種
の駆除を中心とした対策が強化され続けて
きた(③)。特に、環境省が「特定鳥獣保護管
理計画技術マニュアル」を 2000 年に作成し、
「個体数管理」の方針を都道府県に推奨した
ことで、一気に駆除圧が高まった。この政策
により各地で駆除・捕獲数は急増したが、肝
心の農業被害金額は減少せず、農林水産省資
料によればむしろ増加傾向にある。個体数管
理に伴う人身事故（駆除作業に関連した死傷
者は毎年のように出ている）や駆除の担い手
不足を鑑みると、これまでのような駆除を主
軸とした対策を今後も推し進めていくには
限界が見えてきている。そのため駆除を積極
的に進めてきた自治体でさえ、駆除偏重の時
流に警鐘を鳴らすに至っている(④)。つまり
現在、“ポスト個体数管理”というべき農業
被害対策の確立が社会的に求められている
と言える。ところが、個体数管理に替わる対
策については、これまで十分に研究・検討さ
れてきたとは言い難い。 
農業被害対策においては、加害動物の生息

空間である農地および農地周辺環境の管理
を徹底する必要性が繰り返し指摘はされて
いた。しかし、そのような生息地管理・農地
環境管理が実施されることはほとんどない。
これに関連する研究はいくつかなされてお
り、野生動物の生息状況（生息密度・生息地
利用パターン・妊娠率など）と生息環境（植
生・人間の土地利用など）、被害対策（捕獲
数・柵の設置距離など）、そして農業被害の
関係について、ある程度の分析がなされてい
る(⑤-⑧)。しかし、具体的にどの程度の規
模（空間範囲・面積）でどのような管理を実
施すれば効率的に被害を軽減できるのかに
ついては明らかではない。このことが生息地
管理・農地環境管理が広まっていかない理由
の一つと言えるだろう。 
管理する空間範囲は広ければ広いほど被

害軽減効果は大きくなるはずである。しかし、
被害対策の現場では予算も労力も限られて
おり、広範囲を管理することは難しい。従っ
て、被害軽減に最も効率的な範囲を特定して
おくことが重要である。そのためには、個々
の農地について被害状況や対策、農業経営の
現状、周辺環境、その農地近辺における野生
動物の生息状況などの情報をきめ細かく収
集し、分析する必要がある。しかしながら、
それらの知見は未だ乏しいままである。 
 個体数管理が強化されてきた一方で、駆除
に頼らず農業被害を抑制してきた地域・集落
もあることが解ってきた(⑨)。そうした集落
における被害対策や野生動物の生息状況を
分析すれば、真に有効な被害対策を見つけ出
せる可能性があるだろう。そこで本研究では、
そのような集落において調査を行い、従来型
の加害獣を減らすという個体数管理ではな
く、被害自体を減らす「被害管理」に有効な

対策を模索することにした。 
 
２．研究の目的 
 野生動物の駆除をあまり実施していない
にもかかわらず、比較的、農業被害を抑制し
ている集落、およびその周辺の集落を含めた
地域を対象に、農地ごとの野生動物の生息状
況、周辺の土地利用や植生、被害対策、農業
経営に関する情報を収集する。そして、野生
動物の被害強度に影響を及ぼす環境要因・社
会的要因を分析する。さらに、被害強度に関
連性の高い空間的範囲を明らかにし、被害軽
減に最も効率的な管理の範囲を推定する。 
 
３．研究の方法 
鹿児島県・屋久島町ではシカ・サル・ヒヨ

ドリが農業被害をもたらす主な加害動物で
ある。南部のＨ地区では他の地区と比べてシ
カやサルの駆除をあまり行ってこなかった
が、それらの動物による農業被害が比較的少
なかった。そこで、この地区および隣接する
Ｏ地区を調査対象とした。これらの地区の農
家 67 世帯から合計 285 カ所の農地の被害状
況と経営状況を聞き取った。各農地の被害強
度は加害動物種ごとに、被害が全く無い（0
点）、被害がほとんど無い（1 点）、生産量に
影響しない程度の被害がある（2点）、年によ
り生産量に影響する被害がある（3点）、ほぼ
毎年、生産量に影響する被害がある（4 点）
の 5段階に分けた。個々の農地の面積を地理
情報システム（GIS）を用いて計測し、さら
にその重心の位置を算出した。 
調査地域をくまなく廻り防獣柵の設置場

所を調べた。柵の高さは 2m 前後が多かった
が、素材・形状および状態は様々だった。電
気柵もあったが明らかに機能していないと
思われるものもあった。柵の位置は GIS に入
力した。調査地域全体の土地利用や植生につ
いては環境省の GIS データを利用した。そし
て、各農地の重心から半径 100m、200m、400m、
800m のバッファーを GIS 上で作り、その範囲
の広葉樹面積割合、農地面積割合、防獣柵長
を算出した。 
農業被害が多く発生する冬季において、シ

カおよびサルの生息密度分布を調べるため、
山林も含め調査地区周辺 85 カ所に自動撮影
カメラを設置した。また、ヒヨドリについて
は定点を 74 カ所設け、各地点で 4 回ずつ観
察を行った。調査地点ごとの撮影率・発見数
をもとに空間補完法（IDW）を用いて、各農
地の重心における動物密度指数を推定した。
今回の分析には 2016 年から 2017 年にかけて
の冬季データを用いた。 
各加害動物の被害強度を説明する要因は、

動物生息密度指数、農家の農業従事者数、今
後の営農予定（10 年以内に離農するか否か）、
各農地の面積、バッファー内の総防獣柵設置
長、バッファー内の広葉樹林面積割合、農地
面積割合とした。一般化線形混合モデル
（GLMM）を用い、これらの要因が被害強度に



与える影響について検証した。ただし、広葉
樹林面積割合と農地面積割合には共線性が
あったので、他の 5要因にこれらのどちらか
一方を加えた 6 変数のセットを二組つくり、
それぞれの組を用いて、バッファーサイズご
とに二つのモデルを作った。なお、この地域
の農地は概ね柑橘類などの果樹とイモ類な
どの畑作に分けられるが、それぞれ加害動物
からの被害の受け方が異なっている。そこで、
モデルには作物（果樹・畑作）をランダム要
因として組み込んだ。また、同じ農家世帯が
複数の農地を耕作していることが多いため、
農家もランダム要因に加えた。4 つのバッフ
ァーサイズの中で、最も AIC 値の小さなモデ
ル（被害強度を最も良く説明するモデル）が
あったバッファーサイズをベストスケール
とした。ベストスケールは各農地からどの程
度離れた範囲の環境要因が被害強度に最も
影響しているかを表すものである(⑦-⑧)。
このことは、その範囲の環境を管理すること
が効率的な被害軽減につながることを意味
している。そして、最も AIC が小さかったモ
デルにおける各要因の係数と有意性から、被
害強度に影響する要因を検討した。 
さらに地区の違いが被害強度に影響する

かを検討するため、有意差があった要因に加
え地区を要因としたモデルを作成し、地区の
効果の有意性を確認した。ただし、地区と他
の要因との間に共線性があった場合には、そ
の要因をオフセット項として加え、その影響
を除いて地区の効果を評価した。 
 
４．研究成果 
図 1-3に農地ごとの各動物種による被害強

度を示した。色のついている農地について農
家から聞き取りを行った。被害強度は薄い灰
色から黒までの 5段階の濃淡で表した。白色
部分の大半は農地以外の場所だが、聞き取り
ができなかった農地も含まれている。黒線は
地区境界と海岸を示す。青線は防獣柵の位置
である。 
シカによる被害強度は海岸に近い農地で

高く、これに対し、サルでは山側（図の上方）
で高い傾向にあった。一方、ヒヨドリの被害
強度は農地全体にまんべんなく広がってい
るようだった。 

 

図 1 シカの被害強度 

 

 
図 2 サルの被害強度 
 
 

 
図 3 ヒヨドリの被害強度 
 
 
図 4-6は空間補完法によって推定された各

動物種の生息密度分布を示している。色が濃
くなるほど生息密度が高い。なお、地図中の
赤点はカメラ設置地点（85カ所）およびヒヨ
ドリの調査定点（74 カ所）である。 
 シカの生息密度は山側で高いが、調査地域
の中央部では海岸近くでも、やや高かった。
サル密度はほぼ山側だけで高かった。ヒヨド
リは調査地域全体に比較的均一に広がって
いたが、山側で特に高い場所がいくつか見ら
れた。 
 

図 4 シカの生息密度分布 
 

 



図 5 サルの生息密度分布 
 
 

図 6 ヒヨドリの生息密度分布 
 
 
図 1-6の空間データと農家からの聞き取り

情報をもとに、各動物種による被害強度に影
響する要因を GLMM で検討した。まず、どの
程度の範囲の環境が被害強度に強く関連す
るかを、各バッファーサイズにおけるモデル
の AIC 値（二つのモデルの AIC 値のより小さ
い値）を用いて検討した（表 1）。シカでは農
地の重心から半径 800m 以内の AIC 値がもっ
とも小さく、この範囲の環境要因が被害強度
を良く説明できるベストスケールと考えら
れた。ただし、今回は半径 800m 以上のバッ
ファーサイズについては検討できなかった。
従って、シカの被害強度はそれ以上の範囲の
環境により強く影響を受けていた可能性が
ある。一方、サルとヒヨドリ被害強度につい
ては農地の重心から半径 200m がベストスケ
ールとなっていた。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
次に、最も AIC 値が低かったモデルの結果

を表 2-4 に示す。シカについては半径 800m
以内の広葉樹林面積割合が高いほど、そして
当該農地の面積が広くなるほど被害強度が

高く、防獣柵の総延長距離が長いほど被害強
度が低くなる傾向にあった。このことからシ
カ被害を軽減するには、少なくとも周囲 800m
の広葉樹林の管理や防獣柵の設置が有効で
あることが示唆された。また、個々の農地面
積が狭い方が被害強度が低くなる可能性が
あった。 

 

 
 
Ｈ地区とＯ地区では地域社会としての被

害対策の体制が異なっていることが聞き取
り調査から解った。Ｈ地区では産業に占める
農業の比重が高いこともあり、農家以外の区
民も含め地区ぐるみで防獣柵の維持管理作
業を行っている。そこで、地区による被害強
度が異なるかを検討するため、有意差があっ
た広葉樹面積割合・防獣柵長・農地面積に加
え、地区を要因とするモデルを作り、地区の
効果を検証した。ただし、地区と広葉樹面積
割合には共線性が見られた。そこで、広葉樹
面積割合をオフセット項として、その効果を
補正した。その結果、Ｏ地区に比べてＨ地区
では被害強度が低くかったことが示された。
ただし、Ｈ地区とＯ地区には環境条件にも差
があるため、より詳細な分析・検討を行い、
地域の社会的要因によって被害強度の違い
が生じたのか、慎重に検討していく必要があ
る。 
サルの被害強度については半径 200m 以内

の農地面積割合が高いと低下することが解
った。農地のような開けた場所の中心にはサ
ルは侵入しにくいのかもしれない。一方で、
当該農地の面積が広いほど被害強度が高く
なる傾向があった。これまで指摘されてきた
ように、サルの生息密度と被害強度には関連
性が見られなかった。地区による被害強度に
違いも検出されなかった。 

 

 

表2　シカ被害強度に関する各要因の係数

要因 係数 標準誤差

切片 -2.7335 1.040 **

生息密度 0.5333 3.940

従事者数 -0.0505 0.150

営農予定（10年以下or超） -0.1456 0.427

半径800ｍ以内の広葉樹面積割合 4.3983 1.270 ***

半径800ｍ以内の防獣柵長 -0.0003 0.000 *

当該農地の面積 0.0001 0.000 *

+ , p <  0.1; *, p< 0.05; **, p< 0.01; ***, p< 0.001

表3　サル被害強度に関する各要因の係数

要因 係数 標準誤差

切片 0.4208 0.514

生息密度 -26.2120 27.700

従事者数 0.0240 0.148

営農予定（10年以下or超） 0.0028 0.409

半径200ｍ以内の農地面積割合 -3.7139 0.608 ***

半径200ｍ以内の防獣柵長 5.8766 0.000

当該農地の面積 0.0001 0.000 +

+ , p <  0.1; *, p< 0.05; **, p< 0.01; ***, p< 0.001



ヒヨドリの被害強度は半径 200m 以内の防
獣柵長が長いと高まることが示された。防獣
柵はヒヨドリの移動を妨げるとは考えられ
ない。しかし、人間が農地に容易に近づくこ
とができなくなるため、ヒヨドリの安心感が
高まるのかもしれない。なお、ヒヨドリにつ
いても地区による被害強度の違いは検出さ
れなかった。 
 

 
 
ヒヨドリの定点調査の際には、定点直近の

農地の状態も記録していた。そこで、ヒヨド
リ発見数と果樹園の状態についても分析を
行った。地区と果樹園周囲の防風林の高さ、
調査時における果樹の有無、果樹に被害対策
されているかなどの要因が、ヒヨドリ発見数
に及ぼす効果をGLMMに組み込んで分析した。
なお、各定点で 4反復の観察を行ったので定
点をランダム要因とした。その結果、地区の
影響のみが検出され、Ｈ地区でヒヨドリがよ
り少なかったことが示された。2017 年はこの
数年の中ではヒヨドリが比較的少なく、果樹
園の状況と明瞭な関係性を見出すのが難し
かったのかもしれない。 
 
本研究により、動物種ごとに被害を効率的

に軽減するために管理が必要となる環境要
因とその空間範囲が示唆された。ただし、本
研究期間内には農業経営（農家年齢・生産
量・年間営農日数など）や被害対策（対策コ
スト・対策にかかる日数など）などの要因に
ついて十分に検討を加えることができなか
った。また、環境要因についても、より多角
的な解析が必要と思われた。今後とも被害強
度に影響する要因の特定のために、分析を継
続していく予定である。 
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